16　休職とリハビリ勤務に関する規定
第〇条（私傷病休職）

１．私傷病欠勤が30暦日数以上連続し、又は欠勤初日を起算として２カ月間で15日以上の欠勤があり治ゆしていない場合、若しくは通常の労務提供ができず業務に支障をきたす場合に、本人より休職申請を受理し必要と判断されたときは私傷病休職を命ずる。ただし、上記に準ずる理由により会社の判断で休職を命ずることがある。

２．私傷病休職期間は次のとおりとする。ただし、勤務態度が優れ技能が高度な者は、情状により期間を延長することがある。

勤続３年未満　６カ月

勤続３年以上　12カ月

３．私傷病休職期間中、賃金は支給しない。

４．私傷病休職中に一時出勤しても、１カ月以内に同じ理由で欠勤するようになったとき、若しくはそれに準ずる状態になったときは期間の中断は行わない。

５．休職期間中は、毎週〇曜日に、会社が指定する担当者あてに病状を報告しなければならない。

６．休職期間満了後においても休職事由が消滅しないときは、満了の日をもって自然退職とする。

７．休職及び復職の判断に際し、主治医、家族その他関係者の意見聴取をする場合には積極的に協力しなければならない。また場合により医療情報開示同意書を提出させ、かつ会社が指定する医師の診断を仰ぐ際も同様とし、正当な理由なくこれを拒むことはできない。

８．休職期間の満了日以前にその事由が消滅した場合は、会社の指定する医師の診断書又は事由消滅に関する証明書を添付し、書面で復職を願い出、会社の承認を得なければならない。

９．休職の事由が消滅したときは、原則として旧職務に復職させるが、業務の都合若しくは当該従業員の職務提供状況に応じて異なる職務に配置することがある。この場合、本人と協議のうえ労働条件、職位、身分（パートタイマー、契約社員等）の変更を伴うことがある。

10．前項の変更により、降給を伴う給与体系又は給与額の変更を行うことがある。

11．復職後１年以内に同一又は類似の傷病が再発し、若しくは業務に支障をきたす程度の傷病が再発した場合は前休職期間の残余期間を限度として休職を命ずることがある。

12．私傷病休職期間について勤続年数は通算しない。

13．本条の休職対象者は、医師の指示に従い療養に専念し回復に努める義務を負う。

第〇条（リハビリ勤務）

１．会社は、休職期間中に復職可能の判断ができない場合に、〇カ月以内の期間を区切りリハビリ勤務を認めることがある。

２．前項のリハビリ勤務を認める場合は、リハビリ勤務期間中の労働条件を明示した「リハビリ勤務雇用契約書」を労使双方合意のもとに締結することとする。

３．リハビリ勤務期間中は休職期間扱いとし、本規程第〇条の休職期間満了日を超える場合は、休職期間をリハビリ期間満了日まで延長することを認めることとする。

４．前項による休職期間の延長後、リハビリ勤務満了時点においてもなお、復職不能と判断した場合は、当該満了日をもって自然退職とする。

５．リハビリ勤務期間満了時、若しくはリハビリ期間途中においても、会社が復職可能と判断した場合は、旧職務に復職させるものとする。
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